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わが国の食料自給率は先進諸国最低の38％に落ち込んだままであり肥料、飼料、種子などの大半が海外依存で実質10％以下という指摘もでるほどである。世界はいま「金さえ出せば食料は輸入できる」時代ではなくなっている。食料の海外依存の危うさはあきらかとなっている。
　一方、国内の農業と農村は崩壊が急速に進んでおり、農業の担い手（基幹的農業従事者）はこの５年で25％減少し、70歳以上が55％に達している。近い将来の農業者の激減は必至であり、このままでは、国内の食料生産も危うくなり、耕作放棄地が増加し、国土や環境の荒廃が一気に広がりかねない。
　この事態に歯止めをかけ、農業と農村の再生、食料自給率の向上に本格的に踏み出すことは、国民の生存、社会の存続にかかわるまったなしの課題である。
　農業生産は、気候、地形、土壌などの自然的条件に大きく左右され、多数の中小経営によって担われ、農産物価格も生産者自ら決めることができないため、市場まかせでは維持できない。農業者に農産物の生産に必要なコスト（他産業並みの自家労賃を含む）を保障することは、再生産を保障し、意欲と誇りを取り戻すうえで決定に重要である。農業大国の米国は、主な農産物に、販売価格が生産費を下回った場合、その差額を補填する仕組みを二重三重に整え、農業経営を下支えしている。ＥＵ諸国では農産物の価格支持制度を維持したうえ、環境の保全や条件不利地の維持などに配慮して手厚い所得補償を実施し、農業と農村を守っている。
　わが国の農業経営の98.5％は専業や兼業など違いはあっても大小多様な家族経営である。今後の農業の担い手政策は、地域農業を支えている大規模経営、集落営農を支援するとともに、農業生産や地域の環境、防災、景観の保全、伝統、文化の維持など多面的機能を考えても、数多くの中小農家を存続させることこそ重要である。
　日本の国民一人当たりの農業予算は米国約３万２８８円、フランス２万７９２９円に対し日本は１万３５９８円（2019年、農水省資料より）であり、あまりにも少ない。農業と農村の再生には農林水産予算の抜本的増額が不可欠である。
　よって、国に対し農業を再生し食料自給率の向上を抜本的に高めることを求めるものである。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
